




































































































































































































































































































主成分1 主成分2 主成分3 主成分4
流　動　比　率 0，822 一0．050 一0．147 0058
自己資本比率 O．902 一0．003 0．097 0047
固定長期的合率 一0．813 一〇．174 O．169 0，033
売上総利益率 0．417 一〇，032 一〇．208 0，63ユ
癒資本営業利益率 0．143 038ユ 0，121 O■83
白己資本営業利益率 一0，493 0．202 一0．030 O－705
1人当たり売上高 一0．186 一0，088 O．421 α145
経費　比　率 一〇．192 O，162 一0．495 一0．283
棚卸資産回転率 0，027 ○刀83 0，820 一0七110
総資本回転率 一0232 α213 0■83 O，060
売上高僧び率 O，011 α9ユ9 0087 0191
営業利益伸び率 一〇，004 一α00工 0．036 O，146
製造原価伸び率 0，025 紋鰍’． O，059 O．084
説　　明　　済 2．715 2．0ユ6 1．84C 1．698
寄　　与　　率 O，209 0．155 O．142 0．13ユ
267
　114　　　　　　　　　　　　　　早稲田蘭学第370号
　表2から第1主成分が安全性指標，第2主成分が成長性指標，第3主成分が
経営効率性指標，第4主成分が収益僅指標をそれぞれ示していると考えられる。
グラフ2－5は各主成分スコアの時系列的な推移を示したものである。なお，
各年度における主成分スコアの計算には上で求めた全年度による主成分係数を
用いている。
グラフ2　第1主成分の推移
　　　1
　　0．5　　　　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一＿＿＿＿＿＿
ス
コ　　　0ア858687888990919293　　　84㌻「■1一一“」■一一一一一’■■一一一一“■■1一一一一■一一一■■■1
年度
グラフ3　第2主成分の推移
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　グラフ4　第3主成分の推移
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グラフ5　第4主成分の推移
O．5
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年慶
　グラフ2－5から，安全性を示す第ユ主成分を除いたすべての主成分スコア
が近年低下していることがわかる。とりわけ，第4主成分に関してはその落ち
込み方が著しく，わが国の製造業企業における収益性が80年代後半以降急激に
悪化していることが明らかである。さらに，経営効率を示す第3主成分も，第
4主成分ほどではないにせよ，この時期にほぼ一貫して悪化している。これら
の繕果は，わが国の製造業企業の業績が決して高い水準で安定的に推移してい
るものではなく，むしろ収益性および経営効率がともに低下していることから，
かつての競」争力を失いつつある局面にあることを示している。
　このような業績低下は，企業内外の様々な要因が相互に作用しあった結果で
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あると考えられ，一概にこれと決めつけられるものではない。しかし，それら
の要因の一つとして近年のわが国の製造業企業における閻接費の増大を挙げる
ことは，さきの分析結果から可能であると恩われる。付表に示されるように経
費比率が1990年以降著しく上昇しているという事実と経費比率が一貫して企業
の収益性および経営効率に負の影響を与えているという分析結果を重ね合わせ
れば，間接費の増大が企業の収益性にとって重荷となり，また効率的な経営を
阻害する要因になっていることは明白である。以上からも，間接費の正確な捕
捉と適切な管理を目的としたABCを導入することによるベネフイットが十分
に得られうることがわかる。
5．結論および今後の課題
5－1、結　論
　4節の分析結果より，わが国の製造業企業の業績が，近年収益性および経営
効率ともに悪化していることが明らかになった。また，数年来増大しつつある
聞接費がこうした収益性および経営効率の低下要因の一つとして考えられるこ
とも示された。わが国の製造業企業におけるこのような状況は，本論文で採り
上げたABCが生成され，開花していった1980年代の米国製造業における状況
と非常に類似していると思われる。
　当時の米国製造業は，ドル価値の相対的上昇と相まった日本をはじめとする
新興勢力の台頭やディスインフレーションの進行など国内外の要因によって急
速に嵐際競争力を失っていた。こうしたなかで，米国製造業が再び国際競争力
を獲得するためには，より収益性の高い製品戦略と徹底した原価統制を行わね
ばならなかった。そこで，これらの目的にもはや適合しなくなった伝統的原価
計算にかわって誕生したのが，ABCなのである。伝統的原価計算が遼合性を
喪失したといわれるに至った中心的な問題は，聞接費の増大という原価構造の
変化であった。そして，1980年代の米国企業にとっては，この増大傾向にある
　270
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間接費を正確に捕提し，適切。に統制しうる管理ツールこそが必要とされていた
のである。ABCは実務に紹介されるや急遠に米国企業に広まっていった。一い
ま．，米国企業は再び競争力を取り戻しつつある。米国経済の再生とABCとを
緒びつけるには，今後の研究を待つ必要がある。しかしながら，少なくとも
ABCに関する議論の高まりが，米国企業における業績回復への契機となった
ことは明らかであろう。
　翻って，わが国の状況はどうであろうか。近年わが国は，欧米諸国や他のア
ジア諸国などとの国際競争において，急激な円高を背景にかつての優位性を失
つつある。さらに，いわゆるバブルの崩壊後，国内需要も低迷し続けている。
これらの状況のもとで，わが国の企業業績がここ数年低下傾向にあることは，
さきの牙析で示したとおり・である。また；分析では，わが国の企業業績におい
て，間接費がマイナスの影響を与えてジることも明らかにされた。めまぐるし
く変化する経営環境と熾烈な国際競争のなかで，わが国の企業が再び競争優位
を獲得するためには，数年来上昇を続ける間接費に対し，さらなる注意を向け，
これを正確に把握するとともに適切に管理していくことが，非常に重要である
と思われる。この点において，もしABCが，2節で述べたようなベネフィッ
トを真にもたらすものであれば，ABCは，わが国の企業においても業績回復」
のための有用な管理ツールとなりうるのではないだろうか。
5－2．今後の課題
　本論文には以下のような課題がある二本論文では，ABCの導入によるベネ
フィットとしそ間接費の遭切な管理から生ずる収益性および経営効率の改善に
着目しているが，亡の仮定の検証をしていない。・ABC・が真にこれらのベネ
フィットをもたらすのかについて，今後何らかの理論的ないしは実証的検証が
必要と思われる。さらに，仮に先の仮定が真であるとしても，本論文では間接
費として製造経費のみにしか分析を加えていない。アメリカなどにおける
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ABCの適用例ωなどを見るとABCは販売費や一般管理費等にも多く適用され
ており，今後はこれらの検討も必要とされるであろう。また，本分析モデルの
適切性の問題も挙げられる。本分析では，データとして財務諸表データを用い
ているが，これらの数値には企業内外の様々な要因が反映されており，それら
のコントロールが必要であるといえる。これらの点をふまえて，今後さらなる
モデルの検討および構築を行っていかねばならないと思われる。
付表1　経費比率の推移
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25％　一一一一一一一一一一一一一一一一一一一　一一一一一一
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